
障害福祉サービス事業の基準等に関する質問について 

１ 事業所からの主な質問事項 

 

問１ 施設外就労加算が廃止されたが、施設外就労実績報告書は引き続き提出 

   が必要でしょうか。 

 

答１ 加算は廃止されましたが、施設外就労実績報告書は従来通り毎月の報酬 

   請求に合せて提出をしてください。 

   

   （参考） 

   「就労移行支援事業、就労継続支援事業（A 型、B 型）における留意事 

   項について（平成 19 年 4 月 2 日障障発第 0402001 号） 

 

 

問２ 障害福祉サービス等の訓練・作業室や多目的室について、必要面積の基

準はあるのでしょうか。 

 

答２ 大府市で障害福祉サービス事業（日中系サービス）について指定を受け

るには「定員１人当たり２㎡」訓練・作業室及び多目的室をそれぞれ求

めています。たとえば定員 20 人の事業所の場合、訓練・作業室と多目

的室で 40 ㎡づつ（合計 80 ㎡）必要となります。なお、相談室や事務

室については面積の基準はありませんが、相談室は 4 人程度入れる広

さ、事務室は業務に支障のない広さの確保が必要です。 

 

問３ 居宅介護計画書等の押印について、押印は無くてもよいか。また、自身

で署名等が困難な利用者の場合、ヘルパー等による代筆や予め本人の氏

名を印字したうえで押印のみ行ってもらうことは問題ないか。 

 

答３ 居宅介護契約書等の各種書類手続きに係る本人による同意について、本

人による署名が必要となりますが、押印については省略が可能となりま

す。また、本人の障がい状況等により自著による同意が困難な場合につ

いては、本人氏名を予め印字し押印のみいただくことや、家族やヘルパ

ー等による代筆（本人氏名、代筆者氏名、続柄を記入）を行うなど、柔

軟な対応をお願いいたします。ただし、契約書等の本人の生命及び財産

等に影響を及ぼす恐れのある書類については、原則、本人や家族等に署

名や押印を求めていただくようお願いいたします。 

 

   （参考） 

押印についての Q&A（令和２年６月 19 日 内閣府・法務省・経済産

業省） 

資料No.３ 



 

２ 事業所からの質問手段について 

 障害福祉サービス事業に関する基準等について、疑義等がある場合には、

適宜お問い合わせください。 

 大府市ウェブサイトで、質問をする場合の質問票及び質問・回答の一覧を

掲載しています。 

（トップページ＞事業者向け>障がい福祉＞各種通知＞障害福祉サービス事

業に関する Q&A について） 

 上記から質問票をダウンロードし、必要事項を記載のうえ、大府市高齢障

がい支援課へ電子メールにて提出してださい。 

（提出先メールアドレス：shitei-kansa@city.obu.lg.jp） 

 通常、ご質問から回答までの期間が２週間程度かかりますので、お早めに

ご提出ください。 

 

 

（市ウェブサイトの該当ページ） 

 


